
障害者支援施設デジタル技術等活用支援モデル事業実施要綱 

 

令和元年１２月１６日 

３１福保障施第２４６９号 

改正 令和３年２月８日 

２福保障施第２９１０号 

（目的） 

第１条 障害者支援施設デジタル技術等活用支援モデル事業（以下「本事業」という。）は、

障害者支援施設におけるデジタル機器・ロボット介護機器（以下「デジタル機器等」とい

う。）の適切な使用方法や効果的な導入方法を検証し、その成果を普及啓発することにより、

介護の身体的負担の軽減、支援の質の向上、事故防止及び障害者の自立支援を図り、福祉・

介護人材の離職率低下、人手不足の解消及び障害者の生活の質の向上を実現することを目

的とする。 

 

（実施主体） 

第２条 本事業の実施主体は、東京都（以下「都」という。）とする。ただし、都は事業の実

施に当たり、その一部を、事業を効果的かつ円滑に実施することができる者に委託するこ

とができるものとする。 

 

（事業内容） 

第３条 本事業は、障害者支援施設におけるデジタル機器等の効果的な選定及び導入を支援

するとともに、適切な使用方法や導入方法について効果検証を行い、その内容を障害福祉

サービス事業者等（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）第２９条第２項に規定する障害福祉サービス事業者等をいう。以

下同じ。）に対して広く周知するため、以下の取組を実施する。 

１ モデル施設におけるデジタル機器等の導入 

（１）モデル施設の選定 

都内に所在する障害者支援施設及び「民間社会福祉施設サービス推進費補助金交付要

綱（都外障害者支援施設）」（平成２３年３月３０日付２２福保障居第２６６３号）の別

表１に規定する都外独占施設又は都外協定施設（以下「都外施設」という。）を対象に、

都が別に定めるところによる審査の上、モデル施設を選定する。 

（２）デジタル機器等の導入費用の補助 

上記（１）の規定により選定したモデル施設において、別に定めるところによりデジ

タル機器等を導入した場合、都がその費用の一部につき予算の範囲内で補助する。 

２ モデル施設に対するデジタル機器等の導入効果の測定及び検証 

都が派遣するアドバイザーがモデル施設におけるデジタル機器等の選定、導入等を含め

た適切な使い方等に関するコンサルティングを行い、アドバイザーとモデル施設が一体と

なってデジタル機器等の導入効果の測定及び検証を定期的に行う。 

３ 成果報告会の開催 



都内に所在する障害福祉サービス事業者等及び都外施設を運営する社会福祉法人等に対

して本事業の成果を報告し、有効なデジタル機器等の活用方法等を普及させるため、成果

報告会を開催する。 

４ その他本事業の目的達成に資すること。 

  

（守秘義務） 

第４条 本事業に携わる関係者は、その業務によって知り得た情報を第三者に漏らしてはな

らない。 

また、保有する個人情報を適正に管理しなければならない。 

 

（その他） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、本事業を実施するに当たり必要な事項は別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和元年１２月１６日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 


